
 

1 
 

カジノ管理委員会第１４回会議の開催状況 

  

第１ 日時、場所及び出席者 

１ 日時  

令和２年６月４日 １４時００分～１５時５５分 

２ 場所  

カジノ管理委員会 １２階大会議室 

３ 出席者  

○北村委員長、氏兼委員、渡委員、遠藤委員、樋󠄀口委員 

○徳永事務局長、並木次長、徳田総務企画部長、堀監督調査部長、笠松財務監督課長（議

事担当課） 

 

第２ 要旨 

１ 議決事項 

 なし。 

 

２ その他の案件 

(１) カジノ事業等の規制（カジノ行為粗収益（ＧＧＲ）関係）について 

監督調査部長より、カジノ事業等の規制（カジノ行為粗収益（ＧＧＲ）関係）につ

いて説明があり、主に以下の点について検討した。 

 

・カジノ行為粗収益（ＧＧＲ）関係（下記、IR整備法第六十七条、第百八十三条、第百八 

十四条、第百九十五条参照） 

（カジノ行為粗収益の集計等） 

第六十七条 カジノ事業者は、カジノ施設の営業の開始前に、カジノ行為粗収益（第百九十二条

第一項第一号に規定するカジノ行為粗収益をいう。以下この条において同じ。）の集計に関

する業務の手順及び体制の手続を定め、カジノ管理委員会の認可を受けなければならない。

これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ カジノ事業者は、適正かつ確実に集計することができる集計方法としてカジノ管理委員会

規則で定める方法により、カジノ行為粗収益を集計しなければならない。 

３ カジノ事業者は、カジノ行為粗収益の集計の状況について、カジノ管理委員会規則で定め

るところにより、定期に、当該カジノ事業者と第二十八条第十五項に規定する特別の利害関

係のない公認会計士又は監査法人の監査を受けなければならない。 

４ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、帳簿を備え、これにカジノ

行為粗収益の集計の状況に関する事項を記録し、これを保存しなければならない。 
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（入場料納入金及び認定都道府県等入場料納入金の申告等） 

第百八十三条 カジノ事業者は、各月ごとに、当該月に係る第百七十九条第一項の規定により

納付すべき入場料納入金及び認定都道府県等入場料納入金の額その他カジノ管理委員会規則

で定める事項を記載した申告書を、その翌月の政令で定める日までにカジノ管理委員会に提

出しなければならない。 

５ カジノ管理委員会は、カジノ事業者が第一項の規定による申告に基づき納付した入場料納

入金若しくは認定都道府県等入場料納入金の額が第三項の規定によりカジノ管理委員会が決

定した額を超えるときは、その超える額又は入場料納入金若しくは認定都道府県等入場料納

入金に係る過誤納金について、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、入場料納入金、

認定都道府県等入場料納入金その他この節の規定による徴収金（以下この節において単に「徴

収金」という。）のうち未納のものがあるときはこれに充当し、なお残余があればその時以

後に納付すべき徴収金の額から順次控除するものとする。ただし、当該残余について、カジ

ノ事業者がカジノ事業を廃止したときは、遅滞なく、金銭で還付しなければならない。 

 

（加算金） 

第百八十四条 カジノ管理委員会は、カジノ事業者が前条第四項の規定により入場料納入金又

は認定都道府県等入場料納入金を納付しなければならないときは、その納付すべき額（その

額に千円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。）に百分の十を乗じて得た額

の加算金を徴収する。ただし、カジノ事業者が、天災その他やむを得ない理由により、同条

第一項の申告書を提出することができず当該入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金

を納付しなければならなくなったときは、この限りでない。 

３ カジノ管理委員会は、第一項の規定により加算金を徴収するときは、カジノ管理委員会規

則で定めるところにより、カジノ事業者に対し、期限を指定して、その納付すべき加算金の

額を通知しなければならない。 

 

第百九十五条 前章第二節の規定は、国庫納付金及び認定都道府県等納付金について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 

(２) カジノ事業等の規制（特定金融業務関係）について 

監督調査部長より、カジノ事業等の規制（特定金融業務関係）について説明があり、

主に以下の点について検討した。 

 

・特定金融業務関係（下記、第二条、第七十七条～第七十八条、第八十条、第八十四条～

  第八十九条参照） 



 

3 
 

 （定義） 

第二条  

８ この法律において「カジノ事業」とは、次に掲げる業務（以下「カジノ業務」という。）を

  行う事業をいう。 

二 カジノ行為を行う顧客の依頼を受けて当該顧客の金銭について行う次に掲げる業務（第 

  三章において「特定金融業務」という。） 

イ 銀行その他のカジノ管理委員会規則で定める金融機関を介し、カジノ事業者の管理する

    当該顧客の口座と当該顧客の指定する預貯金口座との間で当該顧客の金銭の移動に係る

    為替取引を行う業務（第三章第二節第四款において「特定資金移動業務」という。） 

 

（特定金融業務の記録） 

第七十七条 カジノ事業者は、特定金融業務を行ったときは、カジノ管理委員会規則で定める 

ところにより、次に掲げる事項を記録した特定金融業務に関する帳簿書類を作成し、これを保 

存しなければならない。 

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項 

 

（特定金融業務に関する報告書） 

第七十八条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、一事業年度内カ

   ジノ管理委員会規則で定める期間ごとに、特定金融業務に関する報告書を作成し、カジノ管

   理委員会に提出しなければならない。 

 

（特定資金移動履行保証金の供託） 

第八十条 カジノ事業者は、一月を超えない範囲内でカジノ管理委員会規則で定める期間ごと

に、当該期間における特定資金移動要履行保証額（各日における未達債務の額（カジノ事業者

がその行う特定資金移動業務に関し負担する債務の額であって、カジノ管理委員会規則で定

めるところにより算出した額をいう。）と第八十二条第一項の権利の実行の手続に関する費

用の額としてカジノ管理委員会規則で定めるところにより算出した額の合計額をいう。）の

最高額（次条第三項第一号において「特定資金移動要供託額」という。）以上の額に相当する

額の履行保証金（以下この款において「特定資金移動履行保証金」という。）を、当該期間の

末日（同号において「基準日」という。）から起算して一週間以内に、当該カジノ事業者に係

るカジノ施設の最寄りの供託所に供託しなければならない。 
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（特定資金受入業務の規制） 

第八十四条 

２ カジノ事業者は、基準日特定資金受入残高（カジノ事業者が毎年三月三十一日及び九月三

十日における顧客からの特定資金受入業務に係る受入残高としてカジノ管理委員会規則で定

めるところにより算出した額をいう。）が政令で定める額を超えるときは、当該基準日特定資

金受入残高の二分の一の額（次項において「特定資金受入要供託額」という。）以上の額に相

当する額の受入保証金（同項において「特定資金受入保証金」という。）を、カジノ管理委員

会規則で定めるところにより、当該カジノ事業者に係るカジノ施設の最寄りの供託所に供託

しなければならない。 

 

（特定資金貸付業務の規制） 

第八十五条 カジノ事業者は、特定資金貸付業務においては、次に掲げる者以外の者に金銭を

貸し付けてはならない。 

二 カジノ管理委員会規則で定める金額以上の金銭を当該カジノ事業者の管理する口座に預

 け入れている者 

３ カジノ事業者は、貸付金について、利息（みなし利息（礼金、割引金、手数料、調査料その

 他いかなる名義をもってするかを問わず、金銭の貸付けに関し債権者の受ける元本以外の金

 銭（特定資金貸付契約の締結及び債務の弁済の費用であって、カジノ管理委員会規則で定め

 るものを除く。）のうち、金銭の貸付けに関して顧客に交付された書面の再発行の手数料その

 他の顧客の要請によりカジノ事業者が行う事務の費用としてカジノ管理委員会規則で定める

 ものを除いたものをいう。）を含む。以下この項において同じ。）を付することを内容とする

 特定資金貸付契約を締結し、又は利息を受領し、若しくはその支払を要求してはならない。 

７ 特定資金貸付契約の債務者その他カジノ管理委員会規則で定める者は、カジノ事業者に対

し、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、第七十七条の帳簿書類（利害関係がある部

分に限る。）の閲覧又は謄写を請求することができる。この場合において、カジノ事業者は、

当該請求が当該請求をした者の権利の行使に関する調査を目的とするものでないことが明ら

かであるときを除き、当該請求を拒むことができない。 

 

（返済能力に関する調査等） 

第八十六条 カジノ事業者は、特定資金貸付契約を締結しようとするときは、カジノ管理委員会

     規則で定めるところにより、顧客の収入又は収益その他の資力、信用、借入れの状況、返済計

     画その他の返済能力に関する事項を調査し、その結果に基づいて貸付けの金額に係る限度額

     （次項において「貸付限度額」という。）を顧客ごとに定めなければならない。この場合にお

     いて、カジノ事業者は、指定信用情報機関（貸金業法（昭和五十八年法律第三十二号）第四十
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     一条の十三第一項の規定による指定を受けた者をいう。以下この款において同じ。）が保有す

     る信用情報（顧客の借入金の返済能力に関する情報をいう。以下この款において同じ。）（顧

     客が本邦内に住居を有しない外国人であるときは、指定信用情報機関に相当するものとして

     カジノ管理委員会が適当と認める者が保有する信用情報）を使用しなければならない。 

 

（個人信用情報の提供等） 

第八十七条 カジノ事業者は、当該カジノ事業者に対して信用情報の提供をすることを内容と

 する契約（以下この条において「信用情報提供契約」という。）を指定信用情報機関と締結し

 たときは、遅滞なく、当該信用情報提供契約の締結前に締結した特定資金貸付契約（カジノ管

 理委員会規則で定めるものを除く。以下この条において同じ。）で当該信用情報提供契約を締

 結した時点において貸付けの残高があるものに係る次に掲げる事項を当該指定信用情報機関

 に提供しなければならない。 

一 顧客の氏名及び住所その他の当該顧客を識別することができる事項としてカジノ管理委

       員会規則で定めるもの 

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項 

 

（取立て行為の規制） 

第八十八条 カジノ事業者又は特定資金貸付契約に基づく債権の取立てについて当該カジノ事

 業者から委託を受けた者（当該者から委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者

 を含む。）（以下この条において「カジノ事業者等」という。）は、特定資金貸付契約に基づ

 く債権の取立てをするに当たっては、人を威迫し、又は次に掲げる言動その他の人の私生活

 若しくは業務の平穏を害するような言動をしてはならない。 

一 正当な理由がないのに、社会通念に照らし不適当と認められる時間帯としてカジノ管理

 委員会規則で定める時間帯に、顧客に電話をかけ、若しくはファクシミリ装置を用いて送

 信し、又は顧客の居宅を訪問すること。 

２ カジノ事業者等は、特定資金貸付契約に基づく債権の取立てをする場合において、顧客に対

     して書面又はこれに代わる電磁的方法により支払を催告するときは、カジノ管理委員会規則

     で定めるところにより、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

七 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項 

３ 前項に定めるもののほか、カジノ事業者等は、特定資金貸付契約に基づく債権の取立てをす

     る場合において、顧客から請求があったときは、カジノ管理委員会規則で定めるところによ

     り、取立てをする者の氏名又は名称及び住所その他カジノ管理委員会規則で定める事項を当

     該顧客に明らかにしなければならない。 
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（債権を譲り受ける者への通知） 

第八十九条 カジノ事業者は、特定資金貸付契約に基づく債権を他の者に譲渡するときは、カジ

     ノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項を当該債権を譲り受ける者に通知

     しなければならない。 

一 当該債権が特定資金貸付契約に基づいて発生したことその他カジノ管理委員会規則で定

      める事項 

 

 

以上 

 


